
慶應義塾大学利益相反マネジメント統括委員会　自己申告書

	
	年
	
	月
	
	日


利益相反マネジメント統括委員会　御中
本申告書は、私の利益相反状況を確認するためのみに利用することを条件に提出いたします。
利益相反に関する状況は下記のとおりであることに間違いありません。
外国の機関・大学等との書面を交わさない連携や、報酬・物品の提供の無い連携を行う場合であっても、リスクがあり得ることを認識し、リスクが懸念されるようになった場合には、担当部署に相談します。
	申告者教職員番号
	

	申告者所属・職名
	本務先を有する場合（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	申告者氏名
	


＜記入上の注意＞

(1)～(7)につき、本申告書提出時の状況をご申告下さい。必要に応じて行数を増やし記入して下さい。なお、該当事項のない項目は空欄で構いません。
企業・団体・機関の本拠地が外国にある場合は、その国名も記載するようにしてください。
記

（1） 企業・団体における活動（診療活動を除く全て）

私的な団体、会社法人などの役員など、重要な使用人等に就いている場合。多寡に関わらず経常的収入・報酬の有無もご記入ください。（奨励金、旅費、講演料、執筆料等含む）
	No.
	企業・団体名
	役割（役員・顧問等）
	活動時間
	収入・報酬の有無

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	


（2）兼業活動（臨時の当直などを除く）
上記（1)以外の兼業活動を行っている場合。多寡に関わらず経常的収入・報酬の有無もご記入ください。（奨励金、兼務の給与、旅費、講演料、執筆料等含む）
	No.
	企業・団体名
	職名
	活動時間
曜日・時間帯等
	収入・報酬の有無

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	


（3） 公的活動
公的な団体、省庁などの委員・役員に就いている場合。多寡に関わらず経常的収入の有無もご記入ください。（奨励金、旅費、講演料、執筆料等含む）
	No.
	機関・団体名
	役割（役員・顧問等）
	活動内容
	活動時間
	報酬の有無

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	


（4） エクイティ等の保有
エクイティ等の保有状況（会社・団体名などを記載してください）
	No.
	企業名
	保有しているエクイティの種類
※種類株式発行会社においては、保有、または新株予約権の行使により引受ることになる株式の種類も記入して下さい。
	株式数・持分割合

	1
	
	
	

	2
	
	
	


（5） 特許権等に基づく収入

特許権等に基づく収入を得ている場合。
	No.
	内容
	特許番号

	1
	
	

	2
	
	


（6） 研究費、寄付金、設備・備品等の供与
　　（１）～（５）の他、研究費、寄付金、設備・備品等の供与等を受けている場合。義塾で機関管理しているものは記載不要です。（賞金・贈答品含む。研究費の場合は200万円以上、その他は100万円以上を申告必須。）
	No.
	企業・団体名
	供与の内容
（研究費・寄付金の場合は金額も記載）
	期間

	1
	
	
	年　月　日
～　　年　月　日

	2
	
	
	年　月　日
～　　年　月　日


（7）給与の資金源（経常費を資金源とする場合は記入不要）
ご自身の給与が以下のうちいずれの資金から支出されている場合は、ご回答下さい。
	
	 受託研究
	（出資企業名等：
	
	）

	
	
	

	
	 指定寄付
	（出資企業名等：
	
	）

	
	
	

	
	 公的資金
	（出資機関・プロジェクト名等：
	
	）

	
	
	

	
	 その他
	（出資者名称等：
	
	）


（8） その他
外国の人材登用プログラムへの参加や雇用契約のない名誉職等についている場合、ご自身の判断で利益相反状態にあると思われる事項がある場合。

（(1)～(7)のいずれに属するか不明の場合はすべて(8)にご記入ください）。
	


以上
企業、機関、団体：
民間企業、一般財団法人、一般社団法人、NPO法人、他大学、 研究機関等に加え

外国法令に基づいて設立された法人その他の団体又は外国の政府、外国の政府機関、


外国の地方公共団体、外国の中央銀行若しくは外国の政党その他の政治団体
報酬：
奨励金、兼務の給与、賞金、贈答品、寄附金、出張費、講演料、執筆料等。

本申告は、１００万円以上の場合申告必須。

役員など：
取締役、執行役、監査役、会計参与、会計監査人、業務を執行する社員、理事、監事等

重要な使用人等：
社長、副社長、支配人、執行役員、支店長、顧問、アドバイザー等
エクイティ等：
公開・未公開を問わず株式・出資金・新株予約権・新株予約権付社債・持分会社の持分、受益権等、法人格を有さない営利目的団体について持分等
特許権等：
特許権、実用新案権、意匠権、育成者権、回路設置利用権、プログラムの著作権等
（様式1）
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